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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、継続的な企業価値の向上に向けて、経営スピードを高めるために、分社経営体制をとっております。また、持株会社である当

社を中心としたグループ経営のモニタリング体制の充実、株主・投資家の皆様をはじめとするステークホルダーに対する経営の透明性・公平性を
重要な課題とし、コーポレートガバナンス・コードの各原則を踏まえ、必要な体制整備および諸施策を実施していくことをコーポレートガバナンスの
基本方針としております。

　当社は経営の監督と業務の執行を分離した持株会社体制のもと、監査役会設置会社形態をとっており、加えて、より公正かつ透明性の高い役
員の選考および報酬制度を実現すべく、独立社外役員を主要な構成員とした任意の諮問機関として指名委員会および報酬委員会を設置しており
ます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１-２-４】（議決権の電子行使および招集通知の英訳等）

　2020年６月23日開催の第28期定時株主総会より議決権の電子行使に対応しております。 現状、機関投資家や海外投資家等の比率は相対的に

低いため、議決権電子行使プラットフォームの利用および招集通知の英訳は行っておりませんが、今後株主構成を勘案しながら、議決権電子行
使プラットフォームの利用や招集通知の英訳を検討いたします。

【補充原則３-１-２】（英語での情報の開示・提供）

　現在、当社の株主における海外投資家の比率は５%未満と相対的に低く、今後一定割合以上となった時点で、英語での情報の開示および提供を
検討いたします。

【補充原則４-１-３】（最高経営責任者等の後継者計画）

【補充原則４-３-２】（客観性・適時性・透明性ある手続による最高経営責任者の選解任）

【補充原則４-３-３】（最高経営責任者の解任における客観性・適時性・透明性ある手続の確立）

　当社は、代表取締役社長の後継者計画の策定・運用を重要な課題と考えております。取締役会メンバーとの個別議論を経て、指名委員会の勧
告に基づき、2020年６月23日開催の取締役会において、新しい代表取締役社長を選定いたしました。今後は、指名委員会および取締役会におい
て育成・評価、その後の具体的な選任計画を策定してまいります。

【原則５-２】（経営戦略や経営計画の策定・公表）

　当社は、中期経営課題を掲げ、課題に基づいた収益計画や方針等を公表しておりますが、資本効率等に関しましては、経営上において議論・検
討を重ねてはいるものの具体的な目標数値の算出および公表はいたしておりません。

　堅実かつ着実な利益成長により安定した収益基盤を確保し、毎期継続的に利益を生み出すことを第一とし、資本コストを含む資本効率等に関す
る目標数値の算出および公表につきましては、今後の当社の動向を踏まえ検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１-３】（資本政策の基本的な方針）

　当社は、収益基盤の強化や事業開発投資を積極的に行い収益力・資本効率の向上を図るとともに、最適な資本構成および株主資本の水準維
持に努め、持続的な株主価値向上を目指します。

　株主還元については、グループ全体の財務体質強化と新規成長投資のための内部留保を総合的に勘案し、配当、自己株式の買入れ等具体的
な施策を決定してまいります。また、配当については、毎期着実に利益を生み出せるように努め、業績および財務状況に応じた利益配当を行うこ
とを基本方針としております。 　

　資金調達については、運転資金の一部を銀行などの金融機関からの借入金で賄っており、大型投資案件などのプロジェクト資金の調達は、財
務状況や市場環境などを勘案して、既存株主の利益を毀損しない最適な方法を検討いたします。

【原則１-４】 （政策保有株式）

（１）政策保有に関する方針

　当社は、パートナー企業との取引関係の維持、協業体制の強化による当社グループの中長期的な事業価値向上に限定した目的で、上場株式
の政策保有を行う方針であります。

（２）保有の適否の検証

　当社は、政策保有株式について、取引および協業状況などを勘案して保有の必要性を個別に検討し、その検討結果について取締役会へ報告を
行うとともに検証を実施しております。

　2020年３月末の政策保有株式は４銘柄、貸借対照表計上額は49百万円であります。このうち３銘柄につきましては、貸借対照表計上額が総資



産の0.1％と少額であるとともに、取引関係の維持や協業体制の強化に必要と認められるものであり、引続き保有を継続しております。その他の１
銘柄につきましては、市場動向等を勘案し、2020年3月期において2019年3月期末保有株式数の約20％の売却を進めております。

（３）議決権行使に係る基準

　政策保有株式に係る議決権行使については、議案毎に、政策保有先の経営方針やガバナンスを踏まえ中長期的な企業価値向上や持続的成長
に資するものであるか、また、当社の保有する株式価値および当社の中長期的な企業価値向上への貢献から検討し、必要に応じて政策保有先と
の対話等により十分な情報を収集のうえ総合的に判断し、議決権を行使します。

【原則１-７】 （関連当事者間の取引）

　当社役員および主要株主等との取引が発生する場合は、法令等により定められた重要性基準等に従い、取締役会において確認および承認を
行い、有価証券報告書等に開示しております。また、１年に１度、関連当事者取引に関する調査を実施し、モニタリングを行っております。

【原則２-６】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

　当社は、企業年金制度を採用しておりません。

【原則３-１】 （情報開示の充実）

（１） 経営理念、経営戦略、経営計画

　当社の経営理念や目標とする経営指標、経営戦略については、当社ホームページおよび招集通知にて開示しております。

　経営理念：https://www.impressholdings.com/about/philosophy/

　経営戦略及び対処すべき課題：第28期定時株主総会招集ご通知（21頁）

（２） コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企
業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に記載の通りです。

　また、現状のコーポレートガバナンス体制を選択している理由については、 本報告書の「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理

組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由」に記載の通りです。

（３） 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針および決定方法

　当社の役員報酬は、継続的な企業価値の向上という経営目標に合わせて、その構成を決定しております。

　業務執行取締役の報酬は、a.基本報酬、b.短期業績に対するインセンティブとしての業績賞与、c.中長期的なインセンティブとしての株式報酬か
ら構成することとし、毎期の持続的な業績向上に加え、中長期的な成長を動機づける設計となっております。

　それぞれの職務や職責における役割や業績に関する責任の度合いに応じ、上位役位になるほど報酬の業績連動性が高まるようにしておりま
す。当社の役員報酬は、基本報酬に業績賞与の支給上限金額を加算した「想定年収」を定めたうえで、各報酬要素の概要は以下の通りとしており
ます。

a.基本報酬

　取締役としての職務や職責に応じ、月額固定報酬として支給します。役位に応じて想定年収における基本報酬の割合を定めており、想定年収に
対して、代表取締役および取締役会長は80％、取締役副社長は85％、その他の業務執行取締役は90％が基本報酬となるよう定めております。

b.短期インセンティブとしての業績賞与

　業績賞与はその支給上限金額について、基本報酬と同様に役位ごとに想定年収における割合を定めており、代表取締役および取締役会長は
20％、取締役副社長は15％、その他の業務執行取締役は10％としております。

　また、業績賞与の算定にあたっては、「収益力の強化」や「利益水準の向上」の実現に向けて「連結当期純利益の5%」を支給原資として、0から
100％（=業績賞与支給上限額）の範囲で決定します。

　なお、各取締役の基本報酬と業績賞与支給上限額である想定年収について、その報酬総額は1996年６月21日開催の第４期定時株主総会で承
認された役員報酬額（年額500百万円以内）の範囲内とし、取締役会で定めた役割や担当業務毎の報酬基準に従い、より客観的で透明性の高い
報酬制度となるよう報酬委員会の勧告に基づき、取締役会において決議することとしております。

c.中長期的なインセンティブとしての株式報酬

　企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報
酬制度を設けております。譲渡制限付株式報酬制度は、2018年６月22日開催の第26期定時株主総会において、業務執行取締役に対する譲渡制
限付株式付与のために金銭報酬債権として支給する報酬総額を年額100百万円以内（現行の役員報酬額である「年額500百万円以内」の内枠）、
発行または処分される当社の普通株式の総数を年300千株以内、とそれぞれ決議しております。また、譲渡制限付株式の付与対象となる各業務
執行取締役への具体的な配分については、報酬委員会の勧告に基づき、取締役会において決議することとしております。

　非業務執行取締役及び社外取締役については、基本報酬のみとしております。

　監査役の報酬につきましては、その職務に鑑み、基本報酬である月額固定報酬のみとし、その報酬総額は2000年５月１日開催の臨時株主総会
で承認された報酬の範囲内で、監査役会での協議により決定しております。

　報酬委員会につきましては、取締役の報酬等に関する基準および個人別の報酬等の内容について検討し、取締役会に勧告を行っております。
取締役会は、報酬委員会からの勧告を尊重するものとし、勧告に従わなかった場合は、報酬委員会にその理由を説明しなければならないものとし
ております。

　報酬委員会は社外取締役１名、社外監査役２名、代表取締役１名、取締役１名の計５名で構成されており、独立社外役員が委員の過半を占める
体制となっております。

（４）取締役および監査役の選解任および候補者の指名にあたっての方針および手続

　当社の取締役候補者の選考・指名にあたっては、業務執行取締役については、グループの成長に対するビジョンと強いリーダーシップを有し、グ
ループ全社を統括するマネージメント力と専門性を兼ね備え、人格・知見ともに優れ、部門や子会社を統率した実績のある経験豊富な人物である



こと、また、非業務執行取締役については、さまざまな経営経験・ビジネス知識等を活かし、当社経営全般に対する監督・助言をいただける人物で
あることを選考・指名の方針とし、指名委員会の勧告に基づき、取締役会が候補者を指名することとしております。

　また、監査役候補者の選考・指名にあたっては、広範かつ豊富な知見と経験を有している人物であることを重視し、さらに社外監査役については
監査機能を発揮するに必要な専門知識を有している人物であることを選考・指名の方針とし、指名委員会の勧告に基づき、監査役会の同意のもと
取締役会が候補者を指名することとしております。

　当社の取締役の解任については、予め取締役会が定めた解任基準に該当するような事態に至ったと考えられる場合、独立社外役員が過半数を
占める指名委員会にて審議を行い、その結果を取締役会に勧告します。取締役会においてその内容を検証の上、解任基準に該当する場合、当
該取締役については、辞任を勧告し、これに従わない場合は次の定時株主総会における取締役候補者として指名しないこととします。また、代表
取締役、社長・副社長等の役付取締役については、取締役会の決定により、その役職を解く場合もあります。

　　　＜当社の取締役解任基準＞

　　　・不正あるいは不当な行為があったとき

　　　・経営陣幹部として適格性のないことが認められたとき

　　　・職務を懈怠することにより、著しく企業価値を毀損させたとき

　　　・当社「就業規則」に定める重大な懲戒事由に該当するとき

　指名委員会につきましては、取締役および監査役の選任および解任に関する株主総会の議案の内容について、当該議案の確定前に検討し、取
締役会に勧告を行っております。また、役員候補者の選定に関する基準および社外役員の独立性に関する基準の内容、代表取締役および役付
取締役の選定ならびに各取締役の業務分掌につき、取締役会に勧告を行っております。

　取締役会は、指名委員会からの勧告を尊重するものとし、勧告に従わなかった場合は、指名委員会にその理由を説明しなければならないものと
しております。

　　指名委員会：委員長 藤倉尚（社外取締役）、委員 松本伸也（社外監査役）、 委員 九里和男（社外監査役）、

　　　　　　　　　　 委員 唐島夏生（取締役会長）、 委員 松本大輔（代表取締役社長）

（５）取締役および監査役の候補者の選解任・指名を行う際の個々の説明

　取締役および監査役候補者の選任・指名の理由につきましては、当社の第28期定時株主総会招集ご通知（7頁-12頁）に記載の通りです。

【補充原則４-１-１】 （取締役会の役割・責務）

　当社では、取締役会の決議をもって決定すべき事項を「取締役会規程」で定めており、株主総会に関する事項、決算に関する事項、取締役等お
よび取締役会に関する事項、株式に関する事項、グループ（連結）の経営方針に関する事項、当社の経営方針に関する事項、事業に関する事
項、人事・組織に関する事項、資産に関する事項、資金に関する事項、連結子会社に関する事項およびその他の事項について、取締役会の決議
をもって決定することとしております。

　また、代表取締役社長の諮問機関として、業務執行取締役・執行役員を構成員とする経営会議を設置し、「取締役会規程」に定められた決定事
項等について事前審議をするとともに、「取締役会規程」に定められた以外の業務執行上の事項について意思決定を行っております。なお、経営
会議には、常勤監査役も出席し、職務執行の状況を確認しております。

【原則４-９】 （独立社外取締役の独立性判断基準および資質）

　当社では、社外取締役の独立性に関する判断基準を定めており、下記イ～ホの事項に該当しない場合、当社の経営陣から独立した中立の立場
として独立性を有すると判断しております。

　　イ．社外役員自らまたは社外役員が業務執行取締役、執行役員もしくは使用人（以下、総称して「業務執行者」という）である法人と当社または
当社の子会社（以下、総称して「当社等」という）との間において、多額の取引がある場合。

　　ロ．当社等からの役員報酬以外に高額の報酬を受領しているコンサルタント、公認会計士等の会計専門家、弁護士等の法律専門家（当該財産
を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう）の場合。

　　ハ．当社の会計監査人に所属する者の場合。

　　ニ．当社の議決権の10％以上を保有している株主またはその株主において業務執行者である場合。

　　ホ．上記イからニに該当する２親等以内の親族がいる場合。但し、ロおよびハに掲げる者については、当該親族が重要な業務執行者および公
認会計士、弁護士等の専門的な資格を有する者である場合に限る。

　　注1：多額の取引は、当社等と取引先間の年間取引額が次のいずれかに該当するものを想定しています。

　　　（１）当社等の連結売上高の2％超

　　　（２）取引先の連結売上高（連結決算を実施していない取引先は、単体の売上高）の10％超

　　注2：高額の報酬は、過去4事業年度において総額5,000万円超の報酬を想定しています。

【補充原則４-11-１】 （取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方）

　業務執行取締役については、グループの成長に対するビジョンと強いリーダーシップを有し、グループ全社を統括するマネジメント力と専門性を
兼ね備え、人格・知見ともに優れ、部門や子会社を統率した実績のある経験豊富な人物を、また、非業務執行取締役については、さまざまな経営
経験・ビジネス知識等を活かし、当社経営全般に対する監督・助言をいただける人物を第一に選考しております。また、取締役会が効率的かつ効
果的に機能し迅速かつ果断な意思決定が可能となるよう、当社の事業規模を勘案して、定款において取締役の員数を7名以内に定めております。
加えて、性別・年齢・人種などを問うことはせず、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスおよび多様性を確保しております。

　取締役の選任の手続きにつきましては、原則３-１-（４）に記載の通りです。

【補充原則４-11-２】 （取締役・監査役の兼任の状況）

　当社の取締役および監査役の重要な兼務の状況は、当社の第28期定時株主総会招集ご通知（25頁）に記載の通りです。

　

【補充原則４-11-３】 （取締役会の実効性についての分析・評価）

　当社取締役会は、取締役全員を対象に質問票を配付し、その回答に基づき取締役会の実効性に関する分析および評価を行いました。

　主な質問項目は、下記のとおりです。

　　　・取締役会の構成・運営等

　　　・取締役会における審議

　　　・経営戦略への関与

　　　・経営幹部の選解任・評価等



　取締役会の実効性は、全体として確保され、着実に前進していると評価しております。2018年度の評価において認識した課題のうち、取締役の
評価において指名委員会・報酬委員会での審議内容の共有が不足していた点については、各委員会の審議内容につき、取締役会で共有がなさ
れ、改善がなされました。また、中長期的な経営戦略の議論についても深まったと評価しておりますが、投資の方向性、昨今の外部環境の大きな
変化に応じて更なる議論を深めた方が良いと認識しております。一方、代表取締役等の後継者の計画に関しては、取締役会メンバーとの個別議
論がなされ、代表取締役の交代があったものの、育成と選任計画については十分に共有がなされていないため、今後の課題として継続検討が必
要と認識しております。これらを踏まえ、取締役会における審議内容につき、付議基準の見直しを行い、重要性の高い事項の議論を充実させ、更
なる改善を進め、取締役会の実効性向上に引き続き取り組んでまいります。

【補充原則４-14-２】 （取締役・監査役のトレーニング）

　当社は、取締役・監査役として期待される役割および責務を適切に果たすことができるよう、必要な知識の習得機会の提供および斡旋を行って
おります。取締役および監査役に対しては、主として第三者機関主催の研修会受講の利用機会を提供し、その費用を会社が負担しております。

　また、新任取締役および新任監査役の就任の際には、グループ全体の事業概要や事業戦略等に関する必要な知識に加え、法令上の権限およ
び義務等に関する研修等を行っております。

【原則５-１】 （株主との建設的な対話に関する方針）

　当社は株主様と積極的に対話を行い、当社の事業戦略や経営方針を説明するとともに、対話を通じて得た知見を経営に活かすことで、中長期

的な企業価値を向上させたいと考えております。

　ＩＲにつきましては、取締役副社長山手章弘および情報取扱責任者である執行役員二宮宏文の２名が担当しております。株主様・投資家の皆様
ならびに機関投資家およびアナリスト等との対話の窓口は、社長室広報担当および経営戦略室、当社グループの経営管理を担う子会社である株
式会社Impress Professional Worksのグループ総務部が共同で対応しております。

　経営層へのご面談のお申し込みに対しましては、面談の目的および内容の重要性、ご面談希望者様の属性等を考慮し対応いたします。また、
当社は、個別面談を重視しているため、決算説明会等につきましては、株主様・投資家の皆様ならびに機関投資家およびアナリスト等のご要望等
に応じて、今後検討いたします。

　なお、インサイダー情報の厳格な管理を行う目的から、当社規定に準じ、決算発表前等の一定期間において面談や電話交信をはじめすべての

対話のお申し込みはお受けしておりません。また、ご面談の際にいただきましたご意見や質疑応答につきましては、上記の担当取締役への報告
はもとより、取締役会へフィードバックするなど経営の改善に役立ててまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社T&Co. 9,350,000 28.34

塚本　慶一郎 7,413,200 22.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,441,300 4.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,076,600 3.26

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042（常任代理人　株式会社みずほ銀行) 272,100 0.82

インプレスグループ従業員持株会 258,820 0.78

唐島　夏生 240,058 0.73

土田　米一 185,829 0.56

上田八木短資株式会社 147,500 0.45

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040（常任代理人　株式会社みずほ銀行） 146,500 0.44

支配株主（親会社を除く）の有無 塚本　慶一郎

親会社の有無 なし

補足説明

　２．資本構成(2)大株主の状況の塚本慶一郎氏の所有株式数には、2018年５月28日付けで締結した管理信託契約に伴い株式会社SMBC信託銀
行が保有している株式数（2020年３月31日現在6,613,200株）を含めて表記しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 情報・通信業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社と支配株主との取引に関しましては、一般の取引条件と同様の適切な条件とすることを基本方針とし、取締役会決議および社内規定等に基
づき決定・処理がされております。少数株主保護の観点から、取締役会決議および社内規定等によらない取引が発生する場合には、弁護士、税
理士、会計監査人等の外部機関の見解を求めることとし、取引の公正性を確保しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

白石　徹 他の会社の出身者

藤倉　尚 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

白石　徹 ○ 　

　証券会社においてIPO関連業務に従事し、経
営管理体制の整備等にかかるコンサルタントと
しての豊富な経験に基づき、当社経営全般に
関する意見、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言をいただき
たく、選任しております。また、東京証券取引所
上場規程施行規則第211条第４項第６号に該
当する事項がないことから独立役員として指定
しております。



藤倉　尚 ○ ―――

　音楽業界における豊富な経験と見識及びグ
ローバル企業の日本法人責任者としてのマネ
ジメント力とネットワークを活かし、当社の経営
に対して有益なご意見やご指導をいただけるも
のと判断し、選任しております。また、東京証券
取引所上場規程施行規則第211条第４項第６
号に該当する事項がないことから独立役員とし
て指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 2 1 0 2
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 2 1 0 2
社外取
締役

補足説明

　公正かつ透明性の高い役員の選考を実現すべく、独立社外役員を主要な構成員とした任意の諮問機関として指名委員会を設置しております。
指名委員会は、取締役および監査役の選任および解任に関する株主総会の議案の内容について、当該議案の確定前に検討し、取締役会に勧告
を行っております。また、役員候補者の選定に関する基準および社外役員の独立性に関する基準の内容、代表取締役および役付取締役の選定
ならびに各取締役の業務分掌につき、取締役会に勧告を行っております。

　取締役会は、指名委員会からの勧告を尊重するものとし、勧告に従わなかった場合は、指名委員会にその理由を説明しなければならないものと
しております。

　　指名委員会：委員長 田村明史（社外取締役）、委員 松本伸也（社外監査役）、 委員 唐島夏生（当社代表取締役）

　　2020年３月期開催回数：６回

　　出席状況：田村明史　100％（６回／６回）、松本伸也　100％（６回／６回）、唐島夏生　100％（６回／６回）

　公正かつ透明性の高い報酬制度を実現すべく、独立社外役員を主要な構成員とした任意の諮問機関として報酬委員会を設置しております。報
酬委員会は、取締役の報酬等に関する基準および個人別の報酬等の内容について検討し、取締役会に勧告を行っております。

　取締役会は、報酬委員会からの勧告を尊重するものとし、勧告に従わなかった場合は、報酬委員会にその理由を説明しなければならないものと
しております。

　　報酬委員会：委員長 白石徹（社外取締役）、委員 大西健一（社外監査役）、委員 唐島夏生（当社代表取締役）

　　2020年３月期開催回数：３回

　　出席状況：白石徹　100％（３回／３回）、大西健一　100％（３回／３回）、唐島夏生　100％（３回／３回）

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役監査につきましては、監査役会において、監査基準、監査方針、監査計画等の決定を行い、各監査役は、毎月開催の取締役会に出席

し、経営の執行状況の把握・監視を行っております。

　また、常勤監査役につきましては、取締役会に限らず経営会議などの重要な意思決定が行われる会議へ出席するほか、定期的に業務執行者

へのヒアリングを実施する等、業務執行状況の監査を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

松本　伸也　 他の会社の出身者

九里　和男 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

松本　伸也　 ○ ―――

　弁護士としての長年の経験と見識を有し、法
務リスクに関する監査機能が強化されることを
期待し選任しております。また、同氏が所属す
る丸の内総合法律事務所と当社子会社である
株式会社Impress Professional Worksとの間で

法律顧問契約を締結しておりますが、同氏へ
の報酬は、多額の金銭その他の財産に該当す
るものではなく、一般株主と利益相反の生じる

おそれのない独立した立場にあるものと判断し
ております。また、東京証券取引所上場規程施
行規則第211条第４項第６号に該当する事項が
ないことから独立役員として指定しております。

九里　和男 ○ ―――

　税務業務を通じて多数の企業の会計及び税
務を経験しており、その経験と専門的知見を
もって適切な監査を実施いただきたく、選任し
ております。また、東京証券取引所上場規程施
行規則第211条第４項第６号に該当する事項が
ないことから独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を満たす社外役員すべてを独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明



　当社では、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制
限付株式報酬制度を設けております。譲渡制限付株式報酬制度は、2018年６月22日開催の第26期定時株主総会において、業務執行取締役に対
する譲渡制限付株式付与のために金銭報酬債権として支給する報酬総額を年額100百万円以内（現行の役員報酬額である「年額500百万円以
内」の内枠）、発行または処分される当社の普通株式の総数を年300千株以内、とそれぞれ決議しております。また、譲渡制限付株式の付与対象
となる各業務執行取締役への具体的な配分については、報酬委員会の勧告に基づき、取締役会において決議することとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬額が１億円以上に該当する役員がいないため、社内取締役および社外取締役の別に各々の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　社外取締役への支払報酬額11百万円を含め、取締役に支払った報酬の総額は79百万円です。

　当社の役員報酬は、継続的な企業価値の向上という経営目標に合わせて、その構成を決定しております。

　業務執行取締役の報酬は、a.基本報酬、b.短期業績に対するインセンティブとしての業績賞与、c.中長期的なインセンティブとしての株式報酬か
ら構成することとし、毎期の持続的な業績向上に加え、中長期的な成長を動機づける設計となっております。

　それぞれの職務や職責における役割や業績に関する責任の度合いに応じ、上位役位になるほど報酬の業績連動性が高まるようにしておりま
す。当社の役員報酬は、基本報酬に業績賞与の支給上限金額を加算した「想定年収」を定めたうえで、各報酬要素の概要は以下の通りとしており
ます。

a.基本報酬

　取締役としての職務や職責に応じ、月額固定報酬として支給します。役位に応じて想定年収における基本報酬の割合を定めており、想定年収に
対して、代表取締役および取締役会長は80％、取締役副社長は85％、その他の業務執行取締役は90％が基本報酬となるよう定めております。

b.短期インセンティブとしての業績賞与

　業績賞与はその支給上限金額について、基本報酬と同様に役位ごとに想定年収における割合を定めており、代表取締役および取締役会長は
20％、取締役副社長は15％、その他の業務執行取締役は10％としております。

　また、業績賞与の算定にあたっては、「収益力の強化」や「利益水準の向上」の実現に向けて「連結当期純利益の5%」を支給原資として、0から
100％（=業績賞与支給上限額）の範囲で決定します。

　なお、各取締役の基本報酬と業績賞与支給上限額である想定年収について、その報酬総額は1996年６月21日開催の第４期定時株主総会で承
認された役員報酬額（年額500百万円以内）の範囲内とし、取締役会で定めた役割や担当業務毎の報酬基準に従い、より客観的で透明性の高い
報酬制度となるよう報酬委員会の勧告に基づき、取締役会において決議することとしております。

c.中長期的なインセンティブとしての株式報酬

　企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報
酬制度を設けております。譲渡制限付株式報酬制度は、2018年６月22日開催の第26期定時株主総会において、業務執行取締役に対する譲渡制
限付株式付与のために金銭報酬債権として支給する報酬総額を年額100百万円以内（現行の役員報酬額である「年額500百万円以内」の内枠）、
発行または処分される当社の普通株式の総数を年300千株以内、とそれぞれ決議しております。また、譲渡制限付株式の付与対象となる各業務
執行取締役への具体的な配分については、報酬委員会の勧告に基づき、取締役会において決議することとしております。

　非業務執行取締役及び社外取締役については、基本報酬のみとしております。

　監査役の報酬につきましては、その職務に鑑み、基本報酬である月額固定報酬のみとし、その報酬総額は2000年５月１日開催の臨時株主総会
で承認された報酬の範囲内で、監査役会での協議により決定しております。

　報酬委員会につきましては、取締役の報酬等に関する基準および個人別の報酬等の内容について検討し、取締役会に勧告を行っております。
取締役会は、報酬委員会からの勧告を尊重するものとし、勧告に従わなかった場合は、報酬委員会にその理由を説明しなければならないものとし
ております。

　報酬委員会は社外取締役１名、社外監査役２名、代表取締役１名、取締役１名の計５名で構成されており、独立社外役員が委員の過半を占める
体制となっております。

　



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　取締役会事務局を職務をサポートする組織としております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

塚本　慶一郎 最高相談役
創業者として、現経営陣からの経
営その他の事項の相談に応じた
助言を行う

非常勤

報酬有り
2007/09/28 １年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)業務執行に関する監督・監査体制について

　当社グループ会社の業務執行に関する監督体制としましては、当社代表取締役に任命された取締役等が当該グループ会社の経営および財務
状況を当社代表取締役に定期的に報告するとともに、グループ会社の重要な経営情報につきましては、当社執行役員および各部門長により、当
社代表取締役に報告が行われる体制となっております。

　当社取締役につきましては、経営監視機能の強化を目的に独立役員の適合性を有する社外取締役を選任するとともに、経営責任を明確にする
目的で任期を１年としております。また、経営と業務の執行責任を分離する目的で当社は執行役員制度を導入しており、業務に関する責任と権限
を明確化し、業務統制の向上を図っております。監査役につきましては、監査機能の強化を目的に独立役員の適合性を有し、税理士/弁護士の資
格を持つ専門家を含め、社外監査役を２名選任しております。取締役会は毎月１回以上開催、監査役会は３ヶ月に１度以上開催されるとともに、
監査役は取締役会に参加し、取締役の職務執行について実効のある監視機関として機能しております。

　なお、当社は、取締役および監査役の責任について、取締役(業務執行取締役等を除く。)および監査役がその職務の遂行にあたって期待される
役割を十分発揮できるよう、取締役会の決議により、会社法第423条第１項に定める賠償責任を法令の限度において免除できる旨を定款で定めて
おり、当該契約を非業務執行取締役および監査役と締結しております。

　　2020年３月期取締役会開催回数：14回

　　出席状況：唐島夏生 100%（14回／14回）、山手章弘 100%（14回／14回）、田村明史 100%（14回／14回）、白石徹 100%（14回／14回）、塚本由紀

100%（14回／14回）

　監査役監査につきましては、監査役会において、監査基準、監査方針、監査計画等の決定を行い、各監査役は、毎月開催の取締役会に出席
し、経営の執行状況の把握・監視を行っております。また、常勤監査役につきましては、取締役会に限らず経営会議等の重要な意思決定が行わ
れる会議へ出席するほか、定期的に業務執行者へのヒアリングを実施する等、業務執行状況の監査を行っております。

　また監査役会、非業務執行取締役、内部監査室、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、定期的に意見交換を行い、連携を強める
ことで、監査の実効性を高めております。

　なお、常勤監査役佐々木敬は2006年11月から６年にわたり当社内部監査室室長を務め、社外監査役の大西健一は税理士の資格を、社外監査
役の松本伸也は弁護士の資格を有しております。

　　2020年３月期監査役会開催回数：５回

　　出席状況：佐々木敬100%（５回／５回）、大西健一100%（５回／５回）、松本伸也100%（５回／５回）

　当社グループの内部監査体制は、当社代表取締役の直属部門として独立性を保った内部監査室(３名)を設置しており、連結子会社を対象範囲
に含め、内部監査規程に基づいた内部監査を実施しております。

　また監査役会、非業務執行取締役、内部監査室、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、定期的に意見交換を行い、連携を強める
ことで、監査の実効性を高めております。

(2)会計監査の状況について

　当社の監査法人の選定方針は、当社グループに対し適性かつ厳格な監査業務を行い、独立性および専門性を有し、かつ当社グループの業種
や事業規模、業務内容に適した監査対応、監査費用の相当性を総合的に勘案し、当社の会計方針に精通している公認会計士による監査体制を
確保していることとしております。EY新日本有限責任監査法人は、当社の選定方針を満たしており、かつ、同監査法人および当社監査に従事する
同監査法人の業務執行社員との間に特別な利害関係はなく、また、業務を執行した公認会計士で継続監査年数が７年を超える者はいないため、
会社法および金融商品取引法に基づく会計監査を依頼しております。

　なお、会社計算規則第131条に定める会計監査人の職務の遂行に関する事項について、職務の遂行が適正に実施されることが確保できないと
判断した場合、また、会社法第340条第１項に定められている解任事由に該当すると判断した場合には、監査法人の不再任・解任を行うものとして
おります。

　当社の監査役会は、EY新日本有限責任監査法人に対して評価を行っております。当社グループの財務・経理部門および内部監査部門ならびに
EY新日本有限責任監査法人から、会計監査人としての独立性、監査体制および監査の実施状況ならびに品質等に関する情報を収集し、その結
果、EY新日本有限責任監査法人の監査の方法と結果を相当と評価しております。



　　・監査法人の名称

　　　EY新日本有限責任監査法人

　　・業務を執行した公認会計士

　　　指定有限責任社員 業務執行社員：島村 哲、森田 祥且

　　・監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士８名、会計士試験合格者等２名、その他15名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社グループは、経営スピードの向上とガバナンス体制の強化等を目的として、経営の監督と事業の執行を分離した持株会社体制を採用してお
り、グループの経営監視機能を当社に集約し、グループ全体の内部統制システムおよびリスク管理体制を構築しております。

　また、当社におきましては、持株会社の経営監視機能を強化する目的で、独立役員の適合性を有する社外取締役、社外監査役を選任するととも
に、経営と業務の執行責任を分離する目的で執行役員制度を導入しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　株主総会招集通知の早期発送（法定期限よりも１日前に送付）に加え、発送前に（発送
日の６日前）自社のホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

　投資家の皆様に適切な投資情報をお届けするために、当社は、オープンポリ
シーを旨とするIR活動を行ってまいります。具体的には、東京証券取引所の適
時開示規則に準拠したうえで、当社の判断により、投資判断を左右する重要な
会社情報が生じた、と認められる場合には、直ちに適切な開示措置を講じま
す。

IR資料のホームページ掲載
　適時開示情報につきましては、TDnetでの公開と同時に自社のホームページ
に掲載を行うほか、重要な会社情報につきましてはホームページでの掲載を
行い、IR情報の充実に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置

　東京証券取引所との連絡担当者を、当社グループの経営管理を担う子会社
である株式会社Impress Professional Worksのグループ財務経理部に設置して

おります。

　株主様・投資家の皆様ならびに機関投資家およびアナリスト等との対話の窓
口は、社長室広報担当および経営戦略室ならびに株式会社Impress　
Professional Worksのグループ総務部が共同で対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 　事業活動やブランド力を通じた社会貢献活動に取り組んでまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　重要な経営情報に関する情報の種類および伝達経路を整備し、適時開示が可能な体制
を整えております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

・当社代表取締役は、法令遵守および社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることにつき、その精神を繰り返し当社グループの役職員に伝える
ことにより徹底するものとする。

・当社代表取締役は、コンプライアンス体制の構築・維持を所管する執行役員を任命し、当社グループの「コンプライアンス規程」に従い当社グ
ループのコンプライアンス体制を構築・維持するものとする。

・当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との取引ならびにその不当な要求に対しては一切応じないものとする。

（２）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　当社代表取締役は、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理につき統括する情報管理責任者を執行役員の中から任命し、その者をし
て、「情報管理規程」に従い、当社グループの職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存させる体制を構築する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社代表取締役は、リスクマネジメントを所管する者を任命し、当社グループの「リスクマネジメント規程」に従い当社グループのリスクマネジメン
トに関する体制の整備および問題点の把握に努める。その実施にあたっては、その者をリスクマネジメント責任者とするリスクマネジメント事務局
を設置し、リスクマネジメント上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会および監査役会に報告する。

・グループ各社においては、各社社長が各社のリスクマネジメント責任者を任命し、リスクマネジメント体制の整備および問題点の把握に努める。
また、各社社長は、各社のリスクマネジメント担当者を選任し、同担当者をして、リスクマネジメント事務局と共同で、各社固有のリスクの分析と、そ
の対策の具体化にあたらせる。

・当社グループの役職員がリスクマネジメント上の問題を発見した場合は、すみやかに各社リスクマネジメント責任者を通じてリスクマネジメント事
務局へ報告する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　社内規程の定めに基づく、職務権限および意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制をとるものとする。

（５）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社グループにおける内部統制の充実を目指し、当社代表取締役は、当社グループの内部統制に関する担当者を執行役員の中から任命する
とともに、その者をして当社グループ間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体
制構築を促進させるものとする。

・内部監査室は、関係部門と連携し、当社グループに対する内部監査を行うものとする。

・当社の「関係会社管理規程」に従い、当社代表取締役に任命された取締役等は、当社代表取締役に自社または担当する会社の経営および財務
状況を定期的に報告するものとする。

（６）監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

・監査役の職務を補助する組織を当社の内部監査室および社長室とする。

・補助者の人事異動については、監査役会の意見を尊重するものとし、当該補助者は、監査役の指示に基づき監査役会の職務を補助するものと
する。

（７）監査役の職務の執行により生ずる費用に関する事項

　監査役の監査に係る諸費用については、当該監査の実行を担保すべく予算を確保し、監査役が職務の執行により費用の前払、もしくは支出した
費用の精算等を請求した場合、社内規定に基づき支払うものとする。

（８）取締役・使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

・内部統制に関する担当者となった執行役員は、次に定める事項を常勤監査役または監査役会に報告することとする。

　イ．月次の経営状況として重要な事項

　ロ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

　ハ．重大な法令・定款違反

　ニ．その他リスクマネジメント上重要な事項

・当社グループの役職員は、前号ロないしニに関する事実を発見した場合には、常勤監査役に直接報告することができるものとする。当社グルー
プは、当該報告者に対し、人事制度上その他の不利益な取扱いをせず、また、他の役職員による当該報告者に対する嫌がらせまたは不利益な取
扱いを禁ずる。

（９）その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　常勤監査役による代表取締役、執行役員および重要な各使用人からの個別ヒアリングの機会を設けるとともに、監査役会、会計監査人、非業務
執行取締役および内部監査室との間で定期的に監査に関する意見交換会を実施する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、上記（１）に記載いたしましたとおり、反社会的勢力に対する基本方針を掲げております。

　また、当社グループにおいて管理すべきリスクを整理したリスクカタログにおいて、反社会的勢力による不当要求等を質的リスクと捉え、当該リス
クが顕在化した場合は、リスクマネジメントを所管する当社執行役員を責任者とするリスクマネジメント事務局に情報を集約し、当社顧問法律事務
所等の専門家と連携し、対処することとしております。

　なお、リスクマネジメント体制の徹底および円滑な運用を行うために、「リスクマネジメント規程」を制定しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社グループのコーポレート・ガバナンス体制の強化については、下記の課題を掲げております。

　(1)当社グループ経営に関するモニタリング体制の強化

　(2)各グループ会社における内部統制機能の充実

　当社といたしましては、上記課題を踏まえ、会社法および金融商品取引法への対応を含む内部統制機能の強化に持続的に取り組んでおりま
す。


